
２１年度３自治体日常生活圏域高齢者ニーズ調査モデル事業
２２年度５７自治体にモデル事業の実施

生活圏域の被保険者対象（一般・特定・要支１～介護２）
ニーズ調査を郵送回収方式で実施
※要介護度３～５の被保険者については、給付実績等から把握）

未回収者への訪問調査（民生委員等活用）回収

データ入力・分析作業
生活圏域課題分析結果表作成
個別リスク個人結果一覧作成（訪問・個人支援・地域支援に活用）

サービス必要量の決定
介護保険事業計画策定作業
保険給付：地域支援事業の
総量積算等

○生活圏域ごとのサービス供給量（保険給付・地域支援事業）
○その他特別給付やインフォーマルサービス等 ○サービス供給方針の決定 保険料ワークシートへ

ニーズ調査項目（必須事項）

・世帯構成
・認知症関係
・所得レベル
・住まい関係
・予防・早期対応
（ADL・IADLの状況）
（孤立者等の早期発見）
（生活援助と生活行為の向上）

・疾病状況 等
※未回収訪問時の洞察

生活圏域の課題項目
ニーズ量把握

モデル事業の範囲

給付実績等
分析

全国担当者等会議（ﾆｰｽﾞ調査ﾓﾃﾞﾙ事業）
資料４

平成２２年６月２４日（木）
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第５期介護保険事業計画策定体制の例

都道府県介護保険事業支援計画

地域包括
支援
センター

運営協議会
等

（仮称）
計画策定委員会
日常生活圏域部会
（各圏域に設置）

地域密着
型

サービス

運営協議
会等

地域ケア会議
個別ケアに対する
マネジメントの場

市町村介護保険事業計画
策定委員会

※日常生活圏域ニーズ調査や給付分析等からの地域的な各種課
題について、図の様な策定委員会の日常生活圏域部会を設置
し地域で対応できるインフォーマルサービスの検討や地域密着
型サービスの必要性等について、既存の地域包括支援センー・
地域密着サービス運営協議会等の地域団体や地域住民が参加
する機能を活用することなどが考えられる。 2



地域包括ケアシステムの構築

高齢者個別のニーズ及び地域の課題を把握

介護保険事業計画へ反映・介護保険事業計画策定委員会（日常生活圏域部会）

既存・新たなサービス（仕組み）や課題に応じた支援基盤等を構築
（地域包括支援ネットワークの構築）

地
域
包
括
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

総合相談支援

権利擁護
介護予防ケア
マネジメント

包括的・継続的
ケアマネジメント

・高齢者専用賃貸住宅
・（一般・適合）
・

住宅

・見守り・声かけ
・配食・会食・送迎
・買い物・緊急通報等

介護保険外サービス等
（生活支援）

・かかりつけ医
・在宅療養支援診療
・訪問看護 等

医療系サービス
・法定後見
・任意後見
・地域市民後見人等
・生活保護 等

福祉・権利擁護

課題抽出・解決ネットワークへの地域住民等の参加推進

地域包括ケアの普及啓発
（地域力アップ）

保
険
者

機
能
強
化

・介護予防

・訪問介護
・通所介護
・特養・老健 等

介護保険サービス

要介護者への支援（ケアマネジャー）

後方支援

・ネットワーク
の構築・ネット
ワークを活用し

た支援

ニーズの早期
発見

家族介護者も含めた要介護者以外への支援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
加

ネットワークを活用し
た支援

地域包括支援センター（地域包括ケアのコーディネート）

ニーズの発見

センターへの
支援要請

地域ケア会議
チームケアの支援

他職種・他制度連結
調整
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